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幸洋コーポレーション憲章

これからの子どもたちのために

1. 私たちは、空気を汚しません

2 . 私たちは、水を汚しません

3 . 私たちは、土壌を汚しません

4 . 私たちは、緑を増やします

5 . 私たちは、海を汚しません

6 . 私たちは、循環可能な、継続可能な地域・社会・国を守ります

7 . 私たちは、日本人の心も汚しません

創業者 水上洋一
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１．目的

 国の定める国土強靭化計画に準拠

 湾岸工業地帯が壊滅すれば、日本は終わる

 日本が生き残るために、埼玉県西部地域への移転を促進

 第１弾：東京湾沿岸→埼玉西部への移転推進

 第２弾：大阪湾沿岸→奈良県への移転推進

今後30年で、「首都直下型地震」が起きる確率は

70%と言われる

3

 来るべき大地震に備えて、湾岸工業地帯の企業・工場に
地盤堅固な内陸部（埼玉県西部）への移転を提案

 サブリース事業を展開（＝スマートリース）

湾岸工業地帯

埼玉西部



「埋没谷」激震のリスク 週刊新潮：2021年8月12・19日夏季特大号 4



「埋没谷」激震のリスク

東京低地の地下に存在する「埋没谷」：
• 約2万年前の最終氷期に形成された谷
• 温暖化とともに海面が上昇して海水が入り込み、上流からの土砂
が溜まって陸地となった軟弱な沖積層

• 激震のリスクが高い

（国立研究開発法人産業技術総合研究所のWebより）
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東京低地の地下埋没谷

武蔵野台地の地下埋没谷



埼玉県のハザードマップ 6

埼玉県地震被害予測・東京湾北部地震



なぜ、埼玉県西部に移転立地する企業が増えているのか？ 7

この10年あまり、数多くの企業が埼玉県へ移転立地しています。
その最も大きな理由は、以下の3つに集約されます。

①優遇税制、及び各種補助金
移転立地企業に対して、埼玉県及び各市町村は優遇税制と、移転立地に関する補助金
制度を充実させている。

②物流面と労働力の確保
圏央道は、東京を起点とするすべての高速道路と接しているため日本各地への交通の
便がよく、成田空港にもつながっている。
また、埼玉は東京への一大通勤エリアで、豊富な労働力が見込める。

③安心安全な地
ハザードマップで地盤の安定した安全な地とされ、地震に強い絶好のロケーション。
ハザードマップで安全な地とされ、地震に強いロケーションのため、BCP（事業継続
計画）には最適と思われる。



土地所有者（+建物オーナー）

工場建設

土地リース

土地所有者 中堅ゼネコン

工場リース土地サブリース

工場建設

移転企業

土地・工場サブリース

湾岸工業地帯の工場埼玉県西部に移転

市街化区域遊休地借受け

定期借地契約（60年）

土地・工場リース
市街化区域遊休地借受け

定期借地契約（60年）

スマート工場へ転身
〇品質の向上
〇コストの削減
〇生産性の向上
〇製品化・量産化の期間短縮
〇人材不足・育成への対応
〇新たな付加価値の提供
〇提供価値の向上
〇リスク管理の強化

製造工場
研究所
データセンター等

建物賃貸借契約（25年）

２．事業の概要と流れ（スマートリース）

土地建物賃貸借契約（25年）



３．Win-Winのビジネスモデル
『三方よし』→進化形『全員よし』

本ビジネスモデルに関与するすべての企業が、長期にわたる継続的メリットを享受
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移転企業 ゼネコン 適用地所有者 リース会社 保険会社 メンテ会社

・工場の売却益

・移転後、固定資

産税ゼロ

・余剰資金（売却

益）でリノベー

ション/第四次産業

革命に先手

・事業継続

・移転工事の収益

・継続的安定収入

（施設のリース）

・遊休地の活用

・継続的安定収入

（定期借地権）

・継続的安定収入 ・施設・設備の損

害保険

・社員の生命保険

・継続的安定収入

・移転企業のメン

テナンス契約

・継続的安定収入



４．事業主体

事業主体：

✔ 移転企業／中堅ゼネコン／土地所有者への営業・仲介・コンサルティング及びサブリース

バックアップ：

一般社団法人首都圏免震・無災害地移転推進協議会
✔ 幸洋コーポレーションが中心となって設立・運営

✔会員募集：移転対象候補企業・ゼネコン等を会員として募集

✔セミナー：経験者・行政担当者・研究者等を講師に招き、勉強会開催
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